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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 公共交通事業
資料通し番号

担当課・係 総務課総務係
28-1

総合戦略中の
該当項目

基本目標４　（エ）時代に対応した公共交通網の検討

事業目的 長和町の現在の公共交通網を検証し、長和町に適した公共交通網の検討を行う。

事業概要 公共交通審議会を開催し、検証・検討を行う。

対象者 町民　公共交通を利用して長和町を訪れる方（観光客等）

事業主体
（関連団体）

長和町（関連団体：JRバス関東） 実施期間 平成27年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

①
町内巡回バスの利用者（年間）
　※26年度　利用実績：46,499人

人
３１年度 - 前年度並み 前年度並み 前年度並み 50,000

５０，０００人 46,131 41,512

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
計画

現在バスの運営委託をしているＪＲバス関東と、今後の検証・検討等（その後の公共交通網構築についても）につい
ての協力体制を確認。年度内に公共交通審議会を立ち上げる。

平成29年度
計画

公共交通審議会により長和町に適した公共交通交通網を検討。

平成30年度
計画

未定（公共交通審議会により検討された内容を基に公共交通網を構築）

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 0 主な経費

平成28年度
予算額

総事業費 0 主な経費

平成29年度
予定額

総事業費 154 主な経費 公共交通審議会委員の報酬等

平成30年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 審議会の検証・検討結果により対応　（公共交通網構築費用等計上）

平成31年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 同上

28年度目標に対する事業進
捗状況

　町の公共交通審議会を立ち上げ公共交通網の検証・検討を行うにあたり、巡回バス等の運営を委託
しているＪＲバス関東と数回打合せを実施し、今後の協力・連携について確認した。利用実績は前年度
実績と比較して約5,000人の減となった。また、公共交通審議会の立ち上げはできなかった。

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 0 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

国庫支出金 0

県支出金 0

その他 0

一般財源 0

28年度事業成
果

ＪＲバス関東と今後について協力・連携していくことが確認できた。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 公共交通事業 資料通し番号 担当課・係 総務課総務係
28-1

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できていない

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できていない

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

　公共交通審議会の立ち上げ、検証・検討がこれか
らであるため、目標達成及びＫＰＩ達成状況等の事業
評価については、今後の状況により評価する。
　但し、ＪＲバス関東との協力体制を確認できたこと
は、今後の事業（検証・検討）を進めるうえで重要で
ある。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

　安全・安心な環境（長和町に適した公共交通網の構築）を確保することで、安心して暮らし続けたくなるまちづくりにつながる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか
　長和町に適した公共交通網を構築することは、高齢者等交通弱者も安心して生活出来る環境が確保でき、安心して暮らし続けた
くなるまちづくりにつながる。
③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

　今後、公共交通審議会を立ち上げて必要な検証・検討を行う。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

　今後、公共交通審議会を立ち上げて必要な検証・検討を行う。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

　公共交通審議会において現在の公共交通網の検証・検討を行
い、長和町に適した安心を支える公共交通網の構築を図る事業
と考えているため、今後も継続して事業を実施する。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 現時点では特になし。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】本事業に対し、担当者として明確なイメージを持ちJRバス等との交渉に臨んでほしい。事業がうまくいけば長和
町の売りになる。

今後の事業の
あり方

評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称
A共通の地域資源を核とした国際交流基盤づくり支援事業
B国際交流事業

資料通し番号
担当課・係

教育課文化財係､総務課総務
係28-2

総合戦略中の
該当項目

基本目標１（ア）特産品開発等による雇用の創出、基本目標２（カ）国際交流の基盤整備

事業目的
A地域の歴史的な固有資源を活用した新事業創出支援による国際交流の推進
B英国セットフォード町（ブレックランド）との地域間交流、ホームステイの実施検討

事業概要

A英国の伝統的な建築素材であるフリント加工の伝統技術を導入し、長和町の固有資源である黒耀石の新たな活用法を創出する。具体
的には石材加工・建築関係者の技術提携によって新たな創生事業を開発・導入することによって、密接な関係づくりと人の往来を活性化
させる。
B国際交流の拡大のための地域間交流、ホームステイ等の実施を検討。

対象者 両地域の一般市民等

事業主体
（関連団体）

長和町（実行委員会）・セインズベリー日本藝術研究所・フ
リントマンカンパニー・長和町石材加工業者

実施期間 平成27年度から平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

①
英国セットフォード町との交流人数（ホーム
ステイ含む）

人／年
H31 20 50 800 800 20

20人 110 100

② 黒耀石タイルの加工試験 枚
H27 2,000

2,000 1,650

③
町内と英国の石材業者等が参加する壁面
モニュメント

面
H27 1

1 1

④

⑤

平成27年度
実施内容

A英国の歴史家とフリント建築を手がける技術者、および長和町の建築家・石材加工業者と協議し、両地域の技術提携による建築
装飾モニュメントを作製。モニュメントのデザインは、両地域の歴史・伝統をモチーフのコンセプトとして国際交流をアピールするデザ
インとした。【地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）活用】
B英国ブレックランドと長和町の両地域で実行委員会発足。委員会の開催。長和町議員団訪英。セットフォードヒストリークラブ来町

平成28年度
計画

A平成27年度に製作した国際交流記念モニュメントの完成を祝い、英国側の技師と実行委員会を招き、広く町民を対
象とした講演会と実行委員会の協力協定を結ぶ。
B長和青少年黒耀石大使の訪英により、黒耀石の魅力をアピールする。

平成29年度
計画

A黒耀石とコラボするフリントの歴史を広く理解して頂くために、フリントの企画展や講演会を開催する予定。
B今後の国際交流事業（ホームステイ等）検討・実施

平成30年度
計画

A町の公共施設をはじめとして､両石材を活かしたシンボルデザインを検討する。

平成31年度
計画

Aデザインをもとに設計･実施計画を策定する。

平成27年度
決算額

総事業費 5,093 経費内訳
モニュメント作成作業員賃金557、制作者謝金568、制作者旅費490、消耗品252、委託料
1,648、原材料1,567、貨物税7、手数料4

平成28年度
予算額

総事業費 10,948 主な経費
フリント技師等招聘、講演会、国際交流実行委員会協力協定締結。黒耀石大使訪英、実行
委員会報酬等

平成29年度
予定額

総事業費 1,200 主な経費 フリント研究者招聘、企画展開催及び講演会開催

平成30年度
予定額

総事業費 1,200 主な経費 英国視察、フリント建築･デザイン視察

平成31年度
予定額

総事業費 1,200 主な経費 フリント技師招聘・デザイン･設計協議

28年度目標に対する事業進捗
状況

英国側の技師と実行委員会を招き、国際交流記念モニュメントの完成式典において広く町民を対象とした講演会を開
催。あわせて、両地域の国際交流実行委員会のメンバーによる協力協定が締結された。また、長和青少年黒耀石大
使14名を7月にイギリスに派遣した。

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 8,905 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

実行委員報酬145、賃金7、需用費1084、旅費6,652、役務費360、使用料58、委託料210、原
材料費189、備品200

国庫支出金

県支出金

その他 3,800

一般財源 5,105

28年度事業成
果

A事業：英国から製作者を招き、記念講演と実演交流イベントが実現したため、基礎的な技術と相互理解を深めることができた。
B事業：英国と長和町、両地域の交流推進実行委員会同士の交流が進み、また、次世代が構成する長和青少年黒耀石大使の活躍によ
り一般市民に対するアピールと理解を広げることができた。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称
A共通の地域資源を核とした国際交流基盤づくり支援事業
B国際交流事業

資料通し番号
担当課・係

教育課文化財係､総務課総務
係28-2

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは概ね達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となった
要因、背景等を記入）

A事業：英国から製作者を招き、記念講演と実演交流
イベントが実現したため、基礎的な技術と相互理解を
深めることができた。
B事業：英国と長和町、両地域の交流推進実行委員会
同士の交流が進み、また、次世代が構成する長和青
少年黒耀石大使の活躍により一般市民に対するア
ピールと理解を広げることができた。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

・両地域の歴史や文化を活かした事業として好評を得ており、多角的な交流を進めていく中で継続性が見込まれる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

・時間はかかるが、地域の魅力づくりの大きな柱になると期待される。
・両地域の交流が盛んになることで町の活性化が期待できる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

A：黒曜石文化的景観を創出する事業であるため、公共施設をはじめとする実践例を蓄積するための財源の検討が課題とされる。
B：継続的なホームステイ事業の実現に向けて財源計画や制度の確立がj必要である。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

多角的な国際交流を展開することによる魅力づくりの推進

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

人材育成

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

A：事業の付加価値を多角的な交流から創出するため、経済･文
化･教育の多方面から国際交流の底上げを図る必要があり、長期
的な息の長い事業計画を検討している。
B：継続可能な国際交流事業を実施するために、今後も実行委員
会で検討を行う。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 内容に踏み込んだ長期計画の立案と人的体制を確立する。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-6
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 空き家活用移住促進事業
資料通し番号

担当課・係 企画財政課まちづくり政策係
28-3

総合戦略中の
該当項目

基本目標２　（イ）空き家の活用による交流人口の増大　（オ）交流人口増大に寄与する団体への支援

事業目的
少子化、高齢化による人口減少とともに、近年の空き家の増加は地域経済の縮小や地域活動の低下などの問題もあり、緊急に対応
しなければならない課題である。これらに対応するため、町内の空き家情報の収集と活用に向けた取り組みを実施する。

事業概要
①昨年度整備した地図情報システムを活用したマッピングの利用機能の向上　②空き家をリノベーションすることによる和田宿、商店
街の活性化

対象者 町民、移住希望者、観光客

事業主体
（関連団体）

長和町、NPO法人和田のあしたを考える会 実施期間 平成27年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

①
地図情報システムを活用した空き家マッピ
ング

件
平成27年度 450件

450件 450件

②
空き家の整備による新たな価値の創出の
ための整備件数

件
平成27～31年度  1件  1件

 1件  1件

③
空き家を利用した特産品等展示販売施設
の利用者数

人/年
平成27～31年度 3000人 3000人 3000人 3000人 3000人

3000人/年  0人  0人

④ 空き家コーディネーター組織設立数 団体
平成27～31年度 0 １団体

1団体 1団体

⑤ 空き家情報登録制度の登録 件
平成28～31年度  2件  2件  3件  3件

10件 17件

平成27年度
実施内容

H24、25年度に調査した町内の空き家情報を既存の地図情報システムに反映させ、位置、状態、所有者などの空き家情報をデー
タで確認できるよう整備した。また、空き家の再活用と観光客など人の流れを創出する目的で地域住民が自主的に組織した団体
に対し、拠点施設となる空き家改修費の一部を補助した。

平成28年度
計画

H27年度に空き家情報を反映させたシステムの機能向上整備を行い、事務処理と空き家バンク登録状況の確認を容易にする。ま
た、昨年度に続き和田地区の空き家活用団体に拠点施設整備補助(古久屋改修)を行い、住民主導による活動を支援する。

平成29年度
計画

和田地区の空き家活用団体が法人化できるよう支援し、28年度までに整備された拠点施設でコーディネーター的な役割や観光客
などへの飲食提供を開始しする。　また、町の空き家バンクへの登録件数を増やし、制度の充実を図る。

平成30年度
計画

空き家を活用して移住希望者が利用できる「お試し移住体験施設」を整備し、一定期間町で生活を送っていただくことにより移住・
定住者の増加を図る。また、空き家バンクへの登録件数を増やして移住希望者の選択肢を広げ、制度の充実を図る。

平成31年度
計画

移住に興味を持つ町外在住者に対し、前年度整備された「お試し移住体験施設」を様々な場面や方法で広く周知し利用促進に努
める。また、引き続き空き家バンクへの登録件数を増やして移住希望者の選択肢を広げ、制度の充実を図る。

平成27年度
決算額

総事業費 8,320 主な経費
調査済みの空き家情報を地図情報システムに反映させるマッピング事業  　　4,320千円
人口や観光客の増大に向けて「空き家」の再整備を行う団体への支援　　　　 4,000千円

平成28年度
予算額

総事業費 3,240 主な経費
空き家情報システム機能向上業務　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,080千円
人口や観光客の増大に向けて「空き家」の再整備を行う団体への支援　　　　 2,160千円

平成29年度
予定額

総事業費 500 主な経費 空き家再利用事業に取り組む組織設立　　　　500千円

平成30年度
予定額

総事業費 10,800 主な経費
「お試し移住体験施設」用空き家改修　　  　10,000千円
備品購入　　　　　　　　　　　　　　　　                 800千円

平成31年度
予定額

総事業費 500 主な経費 移住促進活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　500千円

28年度目標に対する事業進
捗状況

・空き家情報システムの機能向上については、その必要性を感じなかったために実施しなかった。
・広報誌や文字放送により「空き家活用団体補助事業」の募集を住民に周知し、「和田のあしたを考える会」から申し
込みがあったため補助金を交付し、住民主導による組織の拠点施設が完成した。

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 2,160 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）
　旧旅籠「古久屋」の改修費
　・ 建築主体工事（土工事、木工事、天井、内壁、庭整備他　　　1,625,073円
　・ 機械設備工事（厨房、シンク、温水器、水回り工事）　　　　　　  716,133円
　・ 電気設備工事（電気配線、コンセント設置、照明器具）　　　　 　183,200円
　・ 備品購入（机、椅子他）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 64,800円　　計 2,589,206円

国庫支出金 0

県支出金 0

その他 0

一般財源 2,160

28年度事業成
果

空き家活用施策を推進するための住民主導による組織の拠点施設が空き家改修により完成し、空き家の活用が図られた。
また、和田宿を訪れる観光客等への物販や飲食の提供が可能となり、和田宿の活性化に向けた新たな動きがスタートした。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 空き家活用移住促進事業
資料通し番号

担当課・係 企画財政課まちづくり政策係
28-3

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは概ね達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

住民主導組織の拠点施設の完成が組織の事情により1年
遅れたため施設利用者は無かったが、空き家バンク制度の
登録件数は制度の周知と所有者の理解から、計画期間全
体の目標値を単年度でクリアすることができた。また、翌年
度に計画していたコーディネーター組織の設立も住民の努
力により当年度にNPO法人化することができた。結果、指標
①、④、⑤は計画期間におけるKPIを達成し、指標②は当年
度のKPIが達成できた。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

空き家を活用した様々な取り組みを進めて行くにあたり、興味を抱いている方や検討している人々に町の状況を正確に知っていただくことが極めて
重要となるため、PR活動を行いながら継続的に施策を進めることで効果が期待できると思われる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

空き家の再利用により移住者や観光客が増加すれば、人口減少への変化が期待できる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

空き家バンク登録件数を増やし、提供できる情報を充実させる必要がある。また、空き家を活用した移住者への支援対策（改修費や家財道具撤去
費用の補助、就労場所の確保支援など）を整えることが重要となる。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

➀ 移住者に対する支援施策の整備  　② お試し移住体験施設の整備　　③ 「古久屋」の利用促進　　④ 空き家バンク登録件数の増

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

移住者は、就労場所や空き家改修費、車購入費など移住に伴い発生する経費に不安を覚えている。また、一人親家庭にあっては充実した託児所
の有無等も移住の判断材料となるが、町の現状は、こうした要望に充分応えられない状況にあるため、広い分野での連携が必要。

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

空き家の利活用は人口対策、景観対策及び集落維持対策などから継続
して取り組まなければならない施策であるため。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
空き家の再利用に掛かる経費の一部負担や就労場所の提案・提供等、「移住したい」と思っていただく施策整備が必要。
移住者を受け入れる町内外企業の発掘と提携。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-2
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 子どもたちの交通安全対策事業
資料通し番号

担当課・係 町民福祉課生活環境係
28-4

総合戦略中の
該当項目

基本目標４　（イ）安心・安全なまちづくり

事業目的 歩道のない道路（町道）の交通安全対策として。（歩行者、特に子どもやお年寄りの安全対策）

事業概要 運転手が、視覚的に車道と路側帯を明瞭に区分できるよう、路側帯を緑色に塗装する

対象者 歩行者及び車両運転者

事業主体
（関連団体）

長和町 実施期間 平成28年度から平成30年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 交通事故発生件数 件/年
平成31年度 18 17 16 15 14

14件/年間 27 21

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

町道街道線（原区付近）グリーンベルト設置　Ｌ＝181.0m　Ａ＝163.0㎡

平成28年度
計画

町道街道線（新田区付近）グリーンベルト設置　Ｌ＝427.17m　Ａ＝283.09㎡
町道町裏線（12区～11区付近）グリーンベルト設置　Ｌ＝223.0m　Ａ＝111.5㎡

平成29年度
計画

町道町裏線（橋場区～下町区付近）グリーンベルト設置　Ｌ＝240m　Ａ＝120㎡
町道町裏線（11区～8区付近）グリーンベルト設置　Ｌ＝314m　Ａ＝157㎡

平成30年度
計画

－

平成31年度
計画

－

平成27年度
決算額

総事業費 1,015 主な経費 工事請負費：1,015

平成28年度
予算額

総事業費 2,690 主な経費 工事請負費：2,690

平成29年度
予定額

総事業費 1,000 主な経費 工事請負費：1,000

平成30年度
予定額

総事業費 － 主な経費 －

平成31年度
予定額

総事業費 － 主な経費 －

28年度目標に対する事業進
捗状況

計画どおり事業（工事）を実施し竣工した

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 2,690 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

工事請負費2,690
（交通安全対策特別交付金1,143）

国庫支出金 1,143

県支出金 0

その他 0

一般財源 1,547

28年度事業成
果

計画どおり事業（工事）を実施したが、交通事故発生件数は目標の17件に対し4件多い21件となり、目標達成にはなら
 ず。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 子どもたちの交通安全対策事業 資料通し番号 担当課・係 町民福祉課生活環境係
28-4

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できていない

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

事業は当初計画どおり実施したが、交通事故発生件
数が前年比△6件の21件となり改善はされたが、目
標の17件は達成できなかった。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか
歩道のない道路の路側帯を緑色に塗装することにより、運転手からの視認性が向上し交通安全に対する意識の高まりに期待でき
 る。
②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

交通事故防止対策、交通安全対策の観点から期待できる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

町内には歩道のない道路が多く点在していることから、地区・学校等からの要望を伺い継続的に事業展開する必要がある。また、
グリーンベルトが直接的に事故防止を図る事業ではないため、運転者の交通安全に対する意識の向上を図る必要が今後とも必要
である。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

運転者に対する交通安全意識の向上を図るための啓発活動等を継続的に実施する。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

グリーンベルト設置要望に対する未施工箇所が存在するため、
計画どおり継続して実施する必要があるため。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
地区・学校等からの要望を確実に事業計画に反映するとともに、その他巡回等により危険箇所の把握に努め、計画的
に事業実施する。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-

- 8 -



１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 アートをテーマとした構想事業
資料通し番号

担当課・係
企画財政課まち・ひと・しごと
創生係28-5

総合戦略中の
該当項目

基本目標2　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の増大

事業目的 人が集い、アートを発信することで、長和町のブランド力と発信力の向上を目指す。

事業概要
女子美術大学との連携により、アートを活かした情報発信等を通じ、最終的にはサテライトオフィスの誘致を検討する。
（事業展開については、今後検討）

対象者 女子美術大学関係者、アートに関係する企業、町民等

事業主体
（関連団体）

長和町 実施期間 平成28年度から平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① サテライトオフィス誘致件数 件
平成31年度 0 0 0 1

1 0

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
計画

女子美術大学の学生を招聘。長和町の環境の中で、学生のスキルに応じた様々な作品の創作を通じ、その成果を
見ながら今後の事業展開を検討する。

平成29年度
計画

今後検討（女子美術大学によるワークショップの継続等の内容が見込まれる）

平成30年度
計画

今後検討（女子美術大学によるワークショップの継続等の内容が見込まれる）

平成31年度
計画

今後検討（女子美術大学によるワークショップの継続、サテライトオフィスの誘致検討等の内容が見込まれる）

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
予算額

総事業費 4,483 主な経費 事業委託料4,363、旅費120

平成29年度
予定額

総事業費 （検討中） 主な経費

平成30年度
予定額

総事業費 （検討中） 主な経費

平成31年度
予定額

総事業費 （検討中） 主な経費

28年度目標に対する事業進
捗状況

8月29日から9月2日の日程で女子美術大学の学生15名及び教授他が来町。長和町の環境の中で創作
活動を行い、事業の成果（作品）が町に提出された

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 4,409 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

事業委託料4,363、旅費46

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源 4,409

28年度事業成
果

女子美術大学の学生に実際に長和町を訪れ創作活動をしてもらうことで、学生の様々な視点から長和町のとらえ方を
知ることができ、また、女子美術大学学生の情報発信力やデザイン力を知ることができ、今後の施策についての検討材
料ができた。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 アートをテーマとした構想事業 資料通し番号 担当課・係
企画財政課まち・ひと・しごと
創生係28-5

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できていない

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

KPIをサテライトオフィスの誘致としているためKPIは
達成できていないが、事業目的について、女子美術
大学と連携した情報発信についての一つの検討材料
が得られた。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか
女子美術大学と連携した情報発信をすることで長和町のブランド力向上につながり、注目度・知名度が高まれば観光振興等の可
能性が期待できる。
②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

サテライトオフィスの誘致等を行えば、そこで働く人の転入が期待できる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

情報発信の具体的な方策の検討、サテライトオフィスの誘致に関し、具体的な企業へのアプローチが必要である。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

サテライトオフィスの誘致に向け、具体的な企業へのアプローチが必要である。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

29年度以降の事業計画について、28年度の女子美術大学学生
の活動による成果を今後どのように活かしていくか、それらを活
用した情報発信方策についてどのようにしていくか、また、サテラ
イトオフィスの誘致の具体的な方策をどのようにしていくか計画を
立案する必要があるため。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
28年度の成果を踏まえ、女子美術大学の情報発信力やデザイン力を活かした町の情報発信施策について立案・実行
する。（役場内部、必要に応じ関係団体とも調整。）女子美術大学学生の成果物の活用方法について検討する。サテラ
イトオフィス誘致について具体的に企業にアプローチを開始する。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】参加動機が弱い。大学とも連携をとり、動機付けをしっかり行ってほしい。
・【意見】教育評価の手法である「ルーブリック評価」を行ってはどうか。

今後の事業の
あり方

評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 FMとうみ放送委託事業
資料通し番号

担当課・係 情報広報課情報広報係
28-6

総合戦略中の
該当項目

基本目標2　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の増大

事業目的 FMとうみによる情報発信

事業概要
6月1日委託契約を締結。月曜から日曜まで、午前7時50分から5分間長和町枠の放送開始（ラジオ広報ながわ）。その
ほかスマホ用アプリにより災害などの緊急放送にも対応。時代に即した情報配信を開始した。

対象者 FMとうみ放送を聴取する長和住民、および不特定多数の聴取者。

事業主体
（関連団体）

長和町・FMとうみ 実施期間 平成28年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 「FMとうみアプリ」登録者数 件
31年度 900 950 1,000 1,050

1,050 1,193

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
計画

FMとうみ専用アプリや町専用番組放送を活用し、町の様々な情報や話題を提供する。

平成29年度
計画

同上

平成30年度
計画

同上

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
予算額

総事業費 789 主な経費 放送委託料（7:50～5分間専用番組、アプリによる文字配信）

平成29年度
予定額

総事業費 789 主な経費 放送委託料（7:50～5分間専用番組、アプリによる文字配信）

平成30年度
予定額

総事業費 789 主な経費 放送委託料（7:50～5分間専用番組、アプリによる文字配信）

平成31年度
予定額

総事業費 789 主な経費 放送委託料（7:50～5分間専用番組、アプリによる文字配信）

28年度目標に対する事業進
捗状況

6月1日委託契約を締結。月曜から日曜まで、午前7時50分から5分間長和町枠の放送開始（ラジオ広報
ながわ）。

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 657 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

放送委託料（1日2,000円）

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源 657

28年度事業成
果

スマホ用アプリにより災害などの緊急放送にも対応し、時代に即した情報配信を開始した。実際にラジオで聴取してい
る人の正確な数値の算定は難しいが、連動するスマホアプリの登録者数は当初の予想を上回り、１１９３件となった。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 FMとうみ放送委託事業 資料通し番号 担当課・係 情報広報課情報広報係
28-6

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

スマホ利用者が当初の予想よりも多かった。とりわ
け、防災情報も併せてスマホアプリに配信している
が、昨年度は長和町でも災害が発生したため、消防
団員等を中心に登録者数が増加したものと推測され
 る。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか
現状では即効的な効果を確認するまでに至ってはいないが、今後も事業を継続することにより継続的な効果は期待できるものと思
われる。
②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか
既に当初の予想を上回るアプリ登録者数なので、町民や移住を検討している人にとって有益な情報を今後も継続していくことによ
り一定の効果があるものと思われる。
③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

今後もアプリ登録者数は順調に推移していくと考えられる。今後はコンテンツの拡充を行う必要がある。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か
今後アプリ利用者の増加やリスナーの増加を目指すにあたり、魅力あるコンテンツを発信する必要があり、それに当たっては本当
に必要な情報かどうかを精査する組織が必要であると思われる。
⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

地域に密着した情報伝達手段であるため、より多くの町民が利
活用できるよう今後も周知に努めることで、時代に適した情報
ツールとしての効果が期待できる。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
評価に当たってはアプリ登録者数を根拠としている。当初の予想よりもアプリの登録者数が上回っているが、高齢化率
が高く、スマホを所有していない町民が実際にラジオを聴取しているかの把握が困難である。また、町民以外への周知
も今後行っていく必要があると思われる。また提供情報の充実化も併せて図っていく。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】聞く価値がある内容が流れていれば聞く。良いコンテンツになるよう、内容を磨いてほしい。

今後の事業の
あり方

評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 乳幼児家庭応援事業
資料通し番号

担当課・係
こども・健康推進課
子育て支援係28-7

総合戦略中の
該当項目

基本目標３（イ）子育て環境の充実

事業目的
家庭ごみの有料化は、だれもがゴミの出す量により負担することが原則であるが、乳幼児の「おむつ」は減量しがたい
ごみであるため、無料のごみ袋を支給することにより子育て家庭の経済的負担の軽減を図る。

事業概要 2歳未満の乳幼児を養育している家庭におむつ用ゴミ袋を無料配付（乳幼児1人月5枚を一括配付）

対象者 町内に在住で満2歳までの乳幼児を養育されている方

事業主体
（関連団体）

長和町 実施期間 平成28年度から平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① ごみ袋支給人数 人
31年度 79 30 30 30

30 80

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
計画

Ｈ28.4.1以降の出産・満2歳未満の乳幼児を養育している転入者：窓口で出生・転入手続きの際申請をしていただ
き、出生児は、新生児訪問時にゴミ袋を配付。・（今年度のみ）H28.4.1時点で満2歳までの乳幼児を養育されている
方にも2歳までの月数に応じたごみ袋を支給する。対象者を抽出し、申請書を送付。受領は、保健センターにて行
 う。

平成29年度
計画

窓口での出生・転入手続際、申請書を提出していただく。新生児訪問時又は保健センターにてごみ袋を配付する。

平成30年度
計画

同上

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
予算額

総事業費 180 主な経費 消耗品（可燃ごみ袋（中）

平成29年度
予定額

総事業費 150 主な経費 同上

平成30年度
予定額

総事業費 150 主な経費 同上

平成31年度
予定額

総事業費 150 主な経費 同上

28年度目標に対する事業進
捗状況

H28.4.1以降の出生：29名（3,480枚）・転入：5名（430枚）
H28.4.1現在満2歳までの乳幼児を養育されている方・・・46名：2,615枚　合計80名：6,525枚

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 164 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

可燃ごみ（中袋）　（1枚）＠25円*6,525枚＝163,125円

国庫支出金 0

県支出金 0

その他 0

一般財源 164

28年度事業成
果

2歳未満の乳幼児を養育されている方の抽出や窓口での出生・転入手続時の支給申請により、確実に又速やかにゴミ
袋の支給ができている。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 乳幼児家庭応援事業 資料通し番号 担当課・係
こども・健康推進課
子育て支援係28-7

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

今年度からの開始事業で、支給見込みに基づき確
実に支給できたと考える。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

子育て世代からの要望により実施した事業であるが、即効性は難しい。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

町の子育て支援策のひとつにすぎないため、この事業だけでは難しい。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

町内外への情報発信

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

子育て支援策の充実と町内外への情報発信

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

単年度で効果を期待する事業ではなく、町の子育て支援に対す
る姿勢をアピールすることで効果が期待できる事業と考えてい
 る。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 町内外への情報発信を積極的に行う。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 子育て支援事業
資料通し番号

担当課・係
こども・健康推進課
子育て支援係28-8

総合戦略中の
該当項目

基本目標３（イ）子育て環境の充実

事業目的
町の子育て支援をまとめた「リーフレット」・「ガイドブック」を制作・配付し、安心して子育てできる環境を町内外に周知す
 る。

事業概要 子育て支援をまとめた「リーフレット」・「ガイドブック」を制作・配付する。

対象者
リーフレット：全戸・町内の企業・町外の広報郵送希望者　　子育て支援ガイドブック：妊婦（母子手帳発行時）Ｈ２８年度
は就学前のお子さんがいる家庭へも配付。

事業主体
（関連団体）

長和町 実施期間 平成28年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 子育て支援センター延べ利用人数 人
31年度 7,000 7,000 7,000 7,000

7,000 7,348

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
計画

子育て支援リーフレット・ガイドブックを制作し、8月上旬にリーフレットの配付・ＨＰへの掲載・2月上旬にガイドブック
の配付・ＨＰの掲載。

平成29年度
計画

平成30年度
計画

平成31年度
計画

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
予算額

総事業費 317 主な経費 印刷製本費

平成29年度
予定額

総事業費 主な経費

平成30年度
予定額

総事業費 主な経費

平成31年度
予定額

総事業費 主な経費

28年度目標に
対する事業進
捗状況

子育てリーフレット：全戸・町内企業・町外広報郵送希望者に配付、ミュージアムへ設置、町外イベント用に利用　（合計：
2,800部）、子育てガイドブック：400冊印刷、就学前の児童がいる世帯へ配付(182世帯）。今後は、母子手帳発行時に配
付、HPへの掲載

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 317 主な経費

（財源内訳）

子育てリーフレット（2,800部）：印刷製本費：82,080円
子育てガイドブック（400冊）：234,576円

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源 317

28年度事業成
果

こども・健康推進課の「子どもに関する総合相談窓口」の役割、町の子育て支援について町内外に情報発信ができた。

- 15 -



 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 子育て支援事業 資料通し番号 担当課・係
こども・健康推進課
子育て支援係28-8

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

「リーフレット」・「ガイドブック」を制作・配付し、安心し
て子育てできる環境を町内外に周知し、他の施策と
の相乗効果もあり、子育て支援センター利用人数も
確保できたと考える。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

町内外へ町の子育て支援の情報を発信し、長和町へ関心をもってもらう。即効性は難しい。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

子育て支援情報を発信することで、妊娠期より安心して子育てできる環境が周知でき、多子の出生・転入に繋がる期待がもてる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

町内外への情報発信

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

移住から定住へ結びつく子育て支援施策の充実と情報発信

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

「リーフレット」・「ガイドブック」は28年度単年度の事業。数年はこ
の子育てガイドブックを利用する予定。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
子育て世代の声を反映し、支援策を充実させていく。（29年度は、本事業に新たに子育て応援給付金、支え合いサポー
ト事業利用料補助を加え、メニューを充実させる）

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 ファミリーサポート事業
資料通し番号

担当課・係
こども・健康推進課
子育て支援係28-9

総合戦略中の
該当項目

基本目標３（イ）子育て環境の充実

事業目的
子育ての援助を受けたい方と援助を提供する方を会員として組織し、地域全体で仕事と育児等の両立を支援する環境
を整備する。

事業概要 提供会員と依頼会員の募集及び登録をし、相互活動に関する連絡・調整を行う。

対象者 子育て世帯

事業主体
（関連団体）

（事業主体については検討中） 実施期間 平成28年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① ファミリーサポート事業利用件数 人
H31 0 10 20 30

30 0

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
計画

担当課内での事業主体の検討・調整、委託の依頼

平成29年度
計画

ファミリーサポート事業の実施

平成30年度
計画

ファミリーサポート事業の実施

平成31年度
計画

ファミリーサポート事業の実施

平成27年度
決算額

総事業費 経費内訳

平成28年度
予算額

総事業費 0 主な経費

平成29年度
予定額

総事業費 1,500 主な経費 委託料

平成30年度
予定額

総事業費 1,500 主な経費 委託料

平成31年度
予定額

総事業費 1,500 主な経費 委託料

28年度目標に対する事業進
捗状況

ファミリーサポートセンターの設立には及ばなかった。

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 0 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

支払なし

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源

28年度事業成
果

ファミリーサポートセンターの設立には及ばなかったが、社会福祉協議会で実施している「支え合いサポート事業」の子
育て支援業務を再開していただけることで、ファミリーサポートセンターに近い体制作りが可能となった。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 ファミリーサポート事業 資料通し番号 担当課・係
こども・健康推進課
子育て支援係28-9

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できていない

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できていない

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

目指すところは、ファミリーサポートセンターの設立で
あるが、委託が難しい状況であった。ファミリーサ
ポートセンター設立にこだわらず、同じ役割を果たす
体制・施策を考案する。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

核家族化や共働き、女性の社会進出が進む中、仕事と育児の両立のために地域の支援が必要であり、期待できる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

子育てしやすい環境を整える事で期待できる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

事業主体の早期決定、事業遂行体制の確立、提供会員の確保

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

事業主体の早期決定、事業遂行体制の確立、提供会員の確保

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば記入）
現状においては、ファミリーサポートセンターの設立は難しいが、地域の支援体制を整えるため、社会福祉協議会で実施している
「支え合いサポート事業」の子育て支援業務の充実に協力していく。

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

ファミリーサポートセンターとほぼ同じ役割を果たす「支え合いサ
ポート事業」（社会福祉協議会）の子育て支援業務を再開してい
ただけることで、地域での支援が可能となった。今後はファミリー
サポート事業の実施を視野には入れるが、当面、「支え合いサ
ポート事業」にその役割を担っていただくこととし、利用料補助を
行いつつ様子を見る。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 支え合いサポート事業の会員募集等に協力していく。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 産前産後交通費助成事業
資料通し番号

担当課・係
こども・健康推進課健康づくり
係28-10

総合戦略中の
該当項目

基本目標３（イ）子育て環境の充実

事業目的
胎児、乳児に疾患等があり、遠隔地への受診が必要な場合の交通費助成により、経済的負担を軽減することで、安心
して必要な医療を受けられ、安心安全な妊娠・出産・子育てができる体制を整え、長和町での定住や移住につなげる。

事業概要
妊婦で胎児に疾患等があり、遠隔の医療機関に受診が必要な者、乳児で疾患等があり、遠隔地への受診が必要な者
に対し、ガソリン代等とトンネル代を助成する。

対象者 妊婦で胎児に疾患等あり、遠隔地の医療機関に受診が必要な者、乳児で疾患等あり、遠隔地への受診が必要な者

事業主体
（関連団体）

長和町 実施期間 平成28年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 助成制度利用者数 人
平成31年度 2 2 2 2

2 1

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
計画

遠隔地の医療機関での受診が必要な場合、交通費を補助することで安心して受診することができ、きれめない妊娠
出産子育て支援につなげることを目的に、ガソリン代とトンネル代の助成を行う。

平成29年度
計画

健康づくり係において妊娠届時に本事業について説明する。新生児訪問時、乳児健診時に児の健康状況について
確認する中で対象児に本事業の申請について説明する。

平成30年度
計画

同上

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
予算額

総事業費 13 主な経費
受診医療機関（松本×5回）
ガソリン代8千円　トンネル代5千円

平成29年度
予定額

総事業費 68 主な経費
交通費の助成部分20円×120km×20回
トンネル代分1,000円×20

平成30年度
予定額

総事業費 68 主な経費
交通費の助成部分20円×120km×20回
トンネル代分1,000円×20

平成31年度
予定額

総事業費 68 主な経費
交通費の助成部分20円×120km×20回
トンネル代分1,000円×20

28年度目標に対する事業進
捗状況

要綱を制定。本事業の実施につき、対象者に周知した。

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 13 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

受診医療機関（松本まで×5回）
ガソリン代8千円　トンネル代5千円

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源 13

28年度事業成
果

遠隔地の医療機関への交通費の補助をしたことにより経済的負担の軽減につながった。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 産前産後交通費助成事業 資料通し番号 担当課・係
こども・健康推進課健康づくり
係28-10

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは概ね達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

本事業を住民に周知でき、利用につながった。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

本事業だけでは人口減少に歯止めをかけることは難しいと思われるが、様々な事業を総合して効果を期待できる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

本事業だけでは人口減少に歯止めをかけることは難しいと思われるが、様々な事業を総合して実施することで期待ができる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

自家用車交通費（ガソリン代）を町条例の車賃基準（29.4.1改正）
に合わせることを検討する必要がある。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
自家用車交通費（ガソリン代）の単価を町条例の車賃基準（29.4.1改正　30円/km）に合わせるため、要綱の改正を検討
する。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 農大連携特産品開発事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課　農政係
28-11

総合戦略中の
該当項目

基本項目１　（ア）特産品開発等による雇用の創出

事業目的
東京農業大学山村再生プロジェクトと連携して新たな特産品の開発・商品化を進め、農産物の付加価値を高め農業
振興と雇用の創出を図る。

事業概要 エゴマ・キヌア等の機能性食品の試験栽培と新規特産品7品目の開発・商品化

対象者 東京農業大学山村再生プロジェクト・農家・新規就農者・加工製造者・観光客

事業主体
（関連団体）

東京農業大学山村再生プロジェクト 実施期間 平成27年度から平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

①

大学と連携した特産品開発・商品化　7品
（長和のトマト、和紙かるた、池田南蛮味
噌、花豆どらやき等、コウジイラズ味噌、
キヌア・エゴマ商品開発、長和漬）

品目

31 2 2 4 6 7

7 2 2

②
キヌア・エゴマ等機能性健康食品の試験
栽培（機械化試験）

a
31 0 80 200 200 200

200 0 80

③ レシピ集作成・発行 部
31 1,000 1,000 0 0 1,000

2,000 1,000 0

④ ラベルデザイン完成 個
31 3 1 0 2 1

7 3 3

⑤
ＰＲ媒体への掲載
（YouTube、ラジオ、雑誌等）

媒体
31 1 1 2 2 3

3 1 4

平成27年度
実施内容

特産品2品〈長和のトマト・長和かるた）の開発及び商品化への取組みと5品目の特産品開発の継続。特産品を活
用したレシピ集1000部発行。ＹｏｕＴｕｂｅ掲載による宣伝ＰＲ　【地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地
方創生先行型）活用】

平成28年度
計画

キヌア・エゴマ等の機能性食品80aの試験栽培及び特産品2品（長和のトマト880本製造と販売、長和かるた増刷・
町内施設への配布）の開発・商品化への取組み。5品目の特産品継続開発。レシピ集1000部発行及び媒体での
宣伝ＰＲ。開発特産品の見直し

平成29年度
計画

キヌア・エゴマ等の機能性食品200aの機械化栽培、試験栽培。特産品5品（長和のトマト、長和かるた(町へ移
管)、池田南蛮味噌、エゴマ油、キヌア、アマランサス等）の開発・商品化への取組みと2品目の特産品継続開発。
1媒体での宣伝ＰＲ。町内生産団体の育成。

平成30年度
計画

キヌア・エゴマ等の機能性食品200aの機械化栽培・試験栽培及び特産品6品（長和のトマト、池田南蛮味噌、エゴ
マ油、キヌア、アマランサス、ブラックミン等）の開発・商品化への取組みと1品目（長和漬）の特産品継続開発.1媒
体での宣伝ＰＲ。生産者団体の育成。

平成31年度
計画

キヌア・エゴマ等の機能性食品200aの機械化に向けた試験栽培及び特産品7品（長和のトマト、池田南蛮味噌、エ
ゴマ油、、キヌア、アマランサス、ブラッククミン、長和漬）の開発・商品化と販路、生産体制確立への取組み。レシ
ピ集1000部発行、1媒体での宣伝ＰＲ。生産者団体との共同生産体制の確立。

平成27年度
決算額

総事業費 2,500 主な経費
特産品開発に係る材料等、土壌分析、レシピ集、ラベルデザイン、宣伝媒体Ｐ
Ｒ

平成28年度
予算額

総事業費 2,500 主な経費
キヌア・エゴマ等の試験栽培費、特産品開発に係る材料等、ラベルデザイン、
宣伝媒体ＰＲ、

平成29年度
予定額

総事業費 2,500 主な経費
キヌア・エゴマ等の試験栽培費、特産品開発に係る材料等、販売体制整備費、
ラベルデザイン、宣伝媒体ＰＲ

平成30年度
予定額

総事業費 2,500 主な経費
キヌア・エゴマ等の試験栽培費、特産品開発に係る材料等、販売体制整備費、
宣伝媒体ＰＲ

平成31年度
予定額

総事業費 2,500 主な経費
キヌア・エゴマ等の試験栽培費、特産品開発に係る材料等、販売体制整備費、
宣伝媒体ＰＲ

- 21 -



２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

28年度目標に対する事業進
捗状況

・キヌア・エゴマ等機能性健康食品試験栽培は、新たに鷹山ほ場と岡森ほ場〈再生農地８０㌃の内〉を
増やしてエゴマ40a、キヌア25a、チアシード5a、ブラッククミン5a、アマランサス5aの試験栽培を実施し
た。チアシードは長和町の気候に適した品種を選定できなかったが、キヌア他は長和町の風土に適し
た種類の選定に目処がついた。
・長和のトマトは、長門のトマトから名称を変更した。880本を製造し大学内等での試食研究のほか、
598本を町内商店等で販売を行った。
・池田南蛮味噌はレシピがほぼ完成し、花豆どらやきとコウジイラズ味噌は高コスト、町内生産者との
競合等に鑑み見直しを行い新たな特産品に代替することにした。長和漬は町内から漬物に適した乳
酸菌を採取し４株の採取に成功し、培養・応用試験段階にある。
・特産品のレシピ開発研究と宣伝媒体の検討を行っている。

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 2,500 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳） 特産品開発経費（資材・材料等）　7品　1,593千円
キヌア・エゴマ等試験栽培　　　　　　　　　410千円
ラベル・容器デザイン　　　　　　　　　　　　168千円
ＰＲ媒体・モニタリング・レシピ開発　　　　363千円
調査研究　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　343千円
支出計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,877千円

（長和のトマト販売収入251千円、大学自主財源126千円）

国庫支出金 0

県支出金 0

その他 0

一般財源 2,500

28年度事業成
果

・キヌア・エゴマ等機能性健康食品の試験栽培と機械化による省力化導入検討した（㈱甲信クボタの協力による機械
化試験）。
・長和のトマトは全てを町内商店を中心に販売・販促提供した。また新聞記事に取り上げられた。
・長和かるたは増刷して町内施設（22施設・団体、100セット）へ配布した。販売についても検討する。長和町に移管し
 た。
・エゴマ油、キヌア、アマランサスは栽培試験に成功し商品に目処をつけた。チアシードは長和町の気候に合う品種を
確定できなかった。
・生産者団体長和雑穀研究会の設立準備を実施した。
・ブログ、フェイスブック、ユーチューブ等ＳＮＳを利用し、宣伝媒体によるＰＲを行った。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 農大連携特産品開発事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課　農政係
28-11

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及び
KPIの達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

・キヌア・エゴマ等機能性健康食品の試験栽培は、
生育状況が良く長和町での栽培ができた。
・特産品開発は長和のトマトと長和カルタが完成し
て、長和のトマトは商品として販売し好評である。
・特産品5品目も継続開発しており、平成31年度まで
には商品化する予定
・宣伝媒体により、特産品と長和町をＰＲする。
・今年度レシピ開発に力を入れ、来年度以降、複数
商品レシピを一括して発行したいと考え、今年度は
印刷しなかった。
・コウジイラズ味噌と花豆どら焼きは、コストや町内
での競合に鑑み、代替特産品開発を行う予定であ
 る。
・和紙かるたをＨ29年度より町へ移管し、Ｈ30年度か
らの計画から除くため、若干の変更をした。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

地元農産物加工による新規特産品開発・商品化により農産物の付加価値を高め農業振興と地域活性化につながる。
機能性健康食品の商品化に成功すると遊休農地解消と農業経営が良くなることにより、新規就農者の雇用となる。
②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

材料となる農産物栽培及び機能性健康作物栽培により、農業での雇用と特産品の加工製造での雇用が生まれる。
安定した農業経営ができることにより、新規就農者雇用による町外からの転入が見込める。
③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

農産物栽培者と特産品製造販売者の確保
エゴマ・キヌア等の機械化による省力化
販路の開発と確保、低コスト化。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

生産組織の確立。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

行政・生産者・東京農業大学の緊密で継続した連携取組の推進

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由

事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

　新規特産品及び新規農作物栽培ができると農業振興・地域活
性化・遊休農地解消・雇用の創出となる。そのための特産品開
発や試験栽培に実績が出ている。
　他地域・町内団体との競合回避やコストの再検討により、開発
品目数を維持しつつ特産品目の見直しも必要である。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
開発した特産品の商品化に向け生産体制・販売体制の確立と、機能性健康食品分野の開発にも力を入れながら事
業を継続する。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-5
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 ふるさと創生コミュニティー事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課特産品開発係
28-12

総合戦略中の
該当項目

基本目標２　（ア）地域資源を活用した観光振興による交流人口の増大

事業目的
グリーンツーリズム協議会をはじめとし、町内にある自然体験、体験学習を実施する事業者、団体の連携を促進するた
め「体験の町ネットワーク」を構築し、施設間連携を深めるなど都市農村交流の増大に資する事業を実施する。

事業概要 体験学習実施団体及び事業者の組織づくりを行い情報の共有化を図る。体験の町パンフレットを作成する。

対象者 町内体験受入団体及び体験施設事業者

事業主体
（関連団体）

長和町　（長和町グリーンツーリズム協議会） 実施期間 平成２８年度～平成３１年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

①
体験の町ネットワーク（仮称）への参加団
体数（累計）

件
31 5

5 15

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
計画

体験の町ネットワーク（仮称）立ち上げ各団体事業者による情報交換及び連携体制の構築
体験内容・体験施設を紹介したパンフレットの作成

平成29年度
計画

体験の町ネットワークとして独自の事業展開を実施。また事業を実施するための組織の立ち上げ。

平成30年度
計画

体験の町ネットワークとして独自の事業展開を実施。

平成31年度
計画

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
予算額

総事業費 507 主な経費 パンフレット作成費、委員賃金、委員旅費、パンフレット等郵送費

平成29年度
予定額

総事業費 466 主な経費 パンフレット作成費、委員賃金、委員旅費、パンフレット等郵送費

平成30年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 未定

平成31年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 未定

28年度目標に対する事業進
捗状況

グリーンツーリズムコーディネーターと事業実施について検討。
参加該当団体及び事業者１５団体により会議を開催。情報提供に基づきパンフレットを作成した。

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 403 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

パンフレット作成費　367,200円
パンフレット等郵送費　36,000円

国庫支出金 0

県支出金 0

その他 0

一般財源 403

28年度事業成
果

団体及び事業者あわせて15団体により情報交換及び今後の事業計画についての会議が開催できた。
また、情報提供に基づきパンフレットを作成し、広報周知を図るとともに今後の事業展開を示すことができた。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 ふるさと創生コミュニティー事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課特産品開発係
28-12

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

今年度参画した団体及び事業者により来年度組織の
立ち上げを図り事業を推進していく。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか
当町にある多くの体験受入団体及び体験施設が連携することにより、更なる都市農村交流の増大が図られ継続的な効果が期待で
きる。
②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

都市農村交流が活発になることにより、将来的に移住者の増加が期待できる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

効果的、継続的な事業展開を行うためにより多くの団体、事業者が参加してもらうことが課題である。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

各団体及び事業者がこの事業を展開することによるメリットを示していくこと。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

個々の団体・事業者の努力も必要であるが、この事業を実施す
ることで事業者間の連携協力が図られ、より効果的な事業展開
が図られ交流人口の増大が期待できる。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 来年度以降、事業実施に向けて事務局体制の強化が必要であると思われる。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称
地域資源を活用した雇用創出・観光振興事業、キャン
ペーン隊設置事業

資料通し番号
担当課・係

産業振興課特産品開発係・
商工観光係28-13

総合戦略中の
該当項目

基本目標２　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の増大

事業目的
若手観光従事者等の組織化等により、観光客の通年集客や従業員の通年雇用による若者の地域定着を目指す。長
和町キャンペーン隊を設置し、観光ＰＲはもとより町の特産品（奨励品）の物品販売を行うことにより、長和町を広く認
知してもらうとともに交流人口の増大を図る。

事業概要
若手観光従事者等による地域資源活用検討組織を立ち上げ、観光分野における将来像等を検討する。長和町キャン
ペーン隊を組織し、観光キャンペーン及び物品販売のイベントに積極的に参加する。

対象者 出展先地域住民、観光客

事業主体
（関連団体）

長和町　（ながわ特産カンパニー、観光協会、長和町
キャンペーン隊、次世代誘客観光を考える会）

実施期間 平成27年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 長和町キャンペーン隊活動回数（単年度） 回
平成31年度 5 5 5 5

5 14

② 若手観光従事者の組織化 件
平成27年度 1

1 1

③ 「次世代誘客観光を考える会」検討回数 回
平成27年度 5

5 5

④

⑤

平成27年度
実施内容

若手観光従事者等による地域資源活用検討組織（長和町の次世代誘客観光を考える会）を立ち上げ、観光分野における将来
像、グリーンシーズンのメニュー等の検討を実施　観光キャラバン隊により都市部における観光PRの実施【地域活性化・地域住
民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）活用】

平成28年度
計画

一般公募によりキャンペーン隊を募集。　キャンペーン及び物品販売に参加。
若手観光従事者等による地域資源活用検討提言の実行に向けた検討。

平成29年度
計画

キャンペーン及び物品販売に積極的に参加し長和町のＰＲを積極的に実施する。
「提言書」の内容を踏まえた施策の実施。

平成30年度
計画

同上

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 950 主な経費
[次世代誘客観光を考える会事業]委員賃金122、委員旅費18
[観光キャンペーン隊事業]報償費66、需用費538、使用料207

平成28年度
予算額

総事業費 2,618 主な経費 キャンペーン隊謝礼、ﾉﾍﾞﾙﾃｨｰｸﾞｯｽﾞ、出展料、備品、パンフレット、旅費

平成29年度
予定額

総事業費 2,190 主な経費 キャンペーン隊謝礼、ﾉﾍﾞﾙﾃｨｰｸﾞｯｽﾞ、出展料、備品、パンフレット、旅費

平成30年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 未定

平成31年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 未定

28年度目標に対する事業進
捗状況

９月に一般公募によりキャンペーン隊として４名任命した。１０月以降のキャンペーン及び物品販売に積
極的に参加し町のＰＲはもとより物品販売も行った。

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 2,193 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）
キャンペーン隊謝礼　388千円
キャンペーン隊旅費　278千円
ノベルティーグッズ及び物品販売等消耗品　1,289千円
出展料　　　　　　　　　225千円
送料　　　　　　　　　　　13千円

国庫支出金 0

県支出金 0

その他 0

一般財源 2,193

28年度事業成
果

キャンペーン隊について、一般公募により募集し４名の応募があり採用した。10月以降のキャンペーン及び物品販売
に積極的に参加することにより、多くのイベントに参加することができＰＲすることができた。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称
地域資源を活用した雇用創出・観光振興事業、キャンペーン隊
設置事業

資料通し番号 担当課・係
産業振興課特産品開発係・
商工観光係28-13

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及び
KPIの達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

キャンペーン隊として4名採用したが、当初の見込み
より多くのイベントに参加することができ、また、個々
の隊員が意識が高く効果的なＰＲ及び物品販売がで
きた。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

キャンペーン隊が積極的に事業展開し続けることにより、継続的な経済効果が得られる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

提言を基にした事業の実施やキャンペーン隊が長和町の魅力を発信し続けることにより、将来的に移住者の増加が期待できる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か
提言書の内容を実行に移せるように詳細を研究し、できるものから取り組む必要がある。積極的に出展するなかで、どのイベント
が効果的であるのか検証を行って行く必要がある。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か
キャンペーン隊事業を継続的に実施していくために観光協会をはじめとした関係団体及び特産品事業者とより緊密な連携が必要
となる。提言書の実施に関しては、継続性と費用対効果の見極めを行う必要がある。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

知名度不足を解消し、長和町の存在と町の魅力発信を継続して
いくことや、キャンペーン隊が積極的にイベント等に参加すること
により直接的に多くの方に観光情報及び特産品を紹介すること
を通じ、将来的な長和町ブランドの確立を目指すとともに産業の
振興、地域の活性化（移住・定住の促進）につながるため。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 キャンペーン隊について、関係団体と緊密に連携していくとともに、効果的なイベントに参加していく。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】何回行ったというだけではなく、お客様の反応等数値化し、結果がわかるようにしてほしい。コストや売り上げ
を見極め、この取り組みを今後どのように発展させるかわかりやすく示してほしい。
・【意見】より良い展開とするために、人材育成・人材教育をしっかり行ってほしい。
・【意見】知名度のある白樺湖も引き合いに出し、知名度不足の解消をしてほしい。

今後の事業の
あり方

評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 フォレストアドベンチャー事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課特産品開発係
28-14

総合戦略中の
該当項目

基本目標２　（ア）地域資源を活用した観光振興による交流人口の増大

事業目的 フォレストアドベンチャーを導入し、夏期の誘客を図るとともに雇用の確保を目指す。

事業概要 地域資源を活用した夏期の誘客のため「フォレストアドベンチャー（自然共生型アウトドアパーク）」の設置を検討する。

対象者 観光客、地域住民等

事業主体
（関連団体）

長和町、フォレストアドベンチャー検討委員会（仮称）、
（株）長和町振興公社

実施期間 平成28年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① フォレストアドベンチャー誘客数（単年度） 人
31年度 0 0 0 15,000

15,000 0

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
計画

フォレストアドベンチャー設置に向けての検討委員会を立ち上げる。

平成29年度
計画

フォレストアドベンチャー設置に向けて検討を行い導入するか否かの結論を出す。

平成30年度
計画

フォレストアドベンチャーの整備。

平成31年度
計画

事業開始

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
予算額

総事業費 45 主な経費 委員賃金

平成29年度
予定額

総事業費 0 主な経費

平成30年度
予定額

総事業費 主な経費

平成31年度
予定額

総事業費 主な経費

28年度目標に対する事業進
捗状況

事業実施に向けて検討したが検討したが実施困難として取りやめ

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 0 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源

28年度事業成
果

成果なし
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 フォレストアドベンチャー事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課特産品開発係
28-14

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できていない

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できていない

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

実施困難としてとりやめ

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

実施体制及び予算について検討した結果実施困難

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】とりやめとせず、長和町にある資産を有機的に結びつけ、本事業が展開できるよう知恵を絞るべきである。違う
頭で考えれば、違う結果が出てくるかもしれない。

今後の事業の
あり方

評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性とするが、ふるさと創生コミュニティー事業の中でも総合的に検討し
ていくことにする。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 特産品開発チーム設置事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課特産品開発係
28-15

総合戦略中の
該当項目

基本目標１　（ア）特産品開発等による雇用の創出

事業目的
地域の農家や団体、また大学とも連携し地域の資源を活かして特産品の開発を推進することにより、新たな産業の育
成、地域の活性化に資する。

事業概要
特産品開発チームを設置し、農家、団体、大学とも連携を図りながら特産品開発の研究、開発体制を整備し特産品の
加工製造販売を行う。

対象者 関係する農家、事業者、大学　及び顧客

事業主体
（関連団体）

長和町　（ながわ特産カンパニー） 実施期間 平成28年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 長和町奨励品数（累計） 品目
平成31年度 62 62 62 62

62 77

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
計画

地域おこし協力隊を中心として新商品開発の研究、試作を行い商品化を図る。

平成29年度
計画

新商品開発を継続して実施するとともに、商品化された特産品について販売を行い奨励品の認定を目指す。

平成30年度
計画

同上

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
予算額

総事業費 1,951 主な経費 備品、原材料費、作業員賃金、作業委託費、等

平成29年度
予定額

総事業費 1,754 主な経費 作業員賃金、旅費、原材料費、ラベル等印刷費、消耗品、作業委託費　等

平成30年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 未定

平成31年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 未定

28年度目標に対する事業進
捗状況

特産品開発を主な目的とした「ながわ特産カンパニーを設立した。地域おこし協力隊を中心として、農
家、団体、事業者と連携を図りながら特産品の研究、加工製造、販売を行った。
町内事業者の特産品となり得る新商品開発を支援し、町奨励品を充実させた。

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 883 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

備品購入　　 639千円
作業員賃金　　69千円
消耗品　　　　113千円

国庫支出金 0

県支出金 0

その他 0

一般財源 883

28年度事業成
果

「ながわ特産カンパニー」の設立により特産品開発に向けた体制が出来た。ジャムをはじめとしてひまわり油など試作
を行い来年度より本格的に販売も行っていく。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 特産品開発チーム設置事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課特産品開発係
28-15

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは概ね達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

ＫＰＩのは数字的には達成している。
今後、ながわ特産カンパニーで製造した商品も奨励
品に申請していく。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

特産品開発により、新たな産業の育成、地域の活性化につながる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

将来的に起業を目指し、雇用を確保することにより転出抑制につながる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

地域資源を活用しながら、売れる商品を研究していくことが大事である。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

生産、加工製造、販売を一体的に展開できる体制を整備していくこと。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

売れる特産品づくりは新たな産業の育成及び地域の活性化につ
ながる事業である。また、特産品を通じて長和町のＰＲにもなり、
交流人口の増大にもつながる。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 「売れる特産品」の研究、生産、加工製造、販売を一体的に展開できる体制を整備していく。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】自立の過程を示してほしい。仮でも良いので工程表を作成して示してほしい。

今後の事業の
あり方

評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 ワイン産業プロジェクト展開事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課特産品開発係
28-16

総合戦略中の
該当項目

基本目標１　（ア）特産品開発等による雇用の創出

事業目的
現在長野県は「信州ワインバレー構想」を策定し、また当町においても千曲川ワインバレー特区の構成市町村として認
定を受けた中で、ワインぶどうを活用した農業及び観光振興、また雇用の創出を目的として事業を展開する。

事業概要
栽培に係わる人材育成、試験圃場の整備、プロジェクト委員会の運営、ワイン振興に係わるイベントの開催
千曲川ワインバレー特区に係わる事業

対象者 黒耀ワインぶどうプロジェクト委員会、ぶどう栽培研修生、千曲川ワインバレー特区連絡協議会、JAファーム

事業主体
（関連団体）

長和町　（黒耀ワインぶどうプロジェクト委員会）
（千曲川ワインバレー特区連絡協議会）

実施期間 平成28年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 農林漁業への新規就農者（累計） 人
平成31年度 3 3 5 5

5 2

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
計画

ワインぶどうプロジェクト委員会の設立、ワインぶどう栽培者の研修、試験圃場地の確保、ワイン振興に係わる事
業の実施【地方創生加速化交付金活用】

平成29年度
計画

事業戦略の策定、研修、研究、事業化
圃場の整備、品種の検討、栽培方法の検討、栽培開始、千曲川ワインバレー関連事業の実施

平成30年度
計画

ワインぶどうの栽培の推進、委託醸造を含めた醸造の検討、販売戦略の検討、販路の確保、千曲川ワインバレー
関連事業の実施

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
予算額

総事業費 18,576 主な経費
プロジェクト委員会補助金、千曲川ワインバレー特区連絡協議会負担金
（H27繰越予算17,075【地方創生加速化交付金活用】   H28当初予算1,501）

平成29年度
予定額

総事業費 21,110 主な経費 プロジェクト委員会補助金、千曲川ワインバレー特区連絡協議会負担金

平成30年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 未定

平成31年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 未定

28年度目標に対する事業進
捗状況

プロジェクト委員会を立ち上げ事業推進に向けて検討を実施した。ワイン用ぶどう栽培研修生２名を採
用しＪＡファーム及び日本ワイン研究所において１年目の研修を行った。また試験圃場地を確保すると
ともに圃場について場所の選定を行った。

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 13,991 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

長和町黒耀ワインプロジェクト委員会補助金　11,934千円
千曲川ワインバレー特区連絡協議会負担金　 　875千円
ワイン用ぶどう苗木購入　　　　　　　　　　　　　　1,182千円
【地方創生加速化交付金活用）】

国庫支出金 12,795

県支出金 0

その他 0

一般財源 1,196

28年度事業成
果

ワイン用ぶどう栽培研修2名について1年目の研修が終了した。試験圃場地の確保ができ整備を行うことができた。苗
木については750本確保できたので仮植しており来年度試験圃場に定植する。和田に予定している圃場用地の選定を
行った。また、ワインのＰＲイベントも開催できた。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 ワイン産業プロジェクト展開事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課特産品開発係
28-16

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは概ね達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

遊休農地の解消及び農業後継者の育成、また新た
な産業の育成のため継続かつ強化して取り組む必
要がある。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか
ワイン関連事業は、実際に効果が出るまでは時間がかかる。しかしワインぶどう栽培及びワイン関連事業が定着すれば非常に大
きな経済効果が期待できる。
②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか
新規就農者及びワイン事業の展開により雇用の確保ができる。また、観光振興により交流人口の増大が図られることにより移住
者の増加が期待できる。
③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

苗木の確保、圃場の確保、圃場整備費用の確保

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

ワインぶどう栽培は収益を上げていくまでに３年から５年時間がかかる。それまでの収入をどうするかなど問題がある。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

遊休農地の解消及び農業後継者の育成、また新たな産業の育
成のため継続かつ強化して取り組む必要がある。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 苗木の確保、圃場の確保、圃場整備費用の確保について着実に進めていく。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】良い商品を作れば売れるという時代ではない。多額の費用をかけ、回収できるのか心配。事業の将来性を見
越した展開をしてほしい。

今後の事業の
あり方

評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 特産品サテライトブース事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課特産品開発係
28-17

総合戦略中の
該当項目

基本目標２　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の増大

事業目的
長和町の特産品（奨励品）の展示販売及び観光情報の発信を目的としてサテライトブースを設置する。
長和町の情報発信の強化を図るとともに道の駅の活性化にもつなげる。

事業概要 情報館に奨励品展示販売及び観光情報発信を目的とした施設の整備する。

対象者 観光協会、ながわ特産カンパニー、観光客

事業主体
（関連団体）

長和町　（観光協会・ながわ特産カンパニー） 実施期間 平成28年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① サテライトブース来館者数（単年度） 人
平成31年度 1,000 6,000 6,000 6,000

6,000 599

② サテライトブース売上高 千円
平成31年度 300 4,000 4,800 6,000

6,000 818

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
計画

サテライトブース設置に向けた検討、施設整備

平成29年度
計画

サテライトブースの運営

平成30年度
計画

同上

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
予算額

総事業費 9,102 主な経費 施設改修費、備品費

平成29年度
予定額

総事業費 2,645 主な経費 スタッフ賃金、旅費、運営用備品、運営用消耗品

平成30年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 未定

平成31年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 未定

28年度目標に対する事業進
捗状況

サテライトブース設置に向けた打合せ会を開催した。10月に入札、11月着工、1月に竣工し、3月より営
業を開始した。

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 7,876 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）
サテライト―ブース工事費　　　　　4,309千円
サテライトブース設計監理委託　　　226千円
什器等備品購入費　　　　　　　　　　2,903千円
運営スタッフ賃金　　　　　　　　　　　　276千円
需用費　　　　　　　　　　　　　　　　　　160千円

国庫支出金 0

県支出金 0

その他 0

一般財源 7,876

28年度事業成
果

奨励品及び奨励品事業者の商品の展示販売を目的とした施設ができ、3月より営業を開始した。
名称については「とびっ蔵」とした。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 特産品サテライトブース事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課特産品開発係
28-17

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは概ね達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

当初１月オープン予定でＫＰＩを設定していたため来
館者数は達成できていないが、月ベースで見ると事
業計画を上回る成果があがっている。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか
サテライトブースを設置することにより、特産品及び観光情報の発信ができ、道の駅の活性化にもつながる。
即効的かつ継続的な経済効果が得られる。
②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

事業展開により雇用の確保が図られるとともに、交流人口の増大が期待できる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

運営方法について更なる検討が必要と思われる。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

観光を含めたきめ細かな情報提供とサービスの向上。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

観光協会及びステーション28の事業者との連携が必要不可欠である。

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

公共施設の有効活用を図るとともにトータルな情報発信が期待
できる。
また、観光協会及びステーション28事業者との連携により道の駅
の活性化にもつながり交流人口の増大にもつながる。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 運営方法も検討し、施設が有効活用できるよう努める。道の駅と一体となった運営。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】道の駅に来たお客様をうまく誘導できるような流れを作ってほしい。先進地を参考に、補助金等も活用し、周辺
整備に力を入れるべき。せっかくお店ができたので、集客方法をうまくやってほしい。

今後の事業の
あり方

評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 真田丸の里信州小県ご当地蕎麦イベント事業
資料通し番号

担当課・係
産業振興課特産品開発係・企画
財政課まち・ひと・しごと創生係28-18

総合戦略中の
該当項目

基本目標2　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の増大
基本目標3　（ア）結婚支援体制の充実

事業目的
青木村と長和町が連携し、ご当地そばを活かし、知名度が低い「小県」の知名度を向上させ、定住地・二地域居住地と
して人口増加につなげる。

事業概要
ご当地蕎麦（青木村「タチアカネ」、長和町「ダッタンそば」）を活用した首都圏等での蕎麦イベントの展開（観光PRや移住
相談も実施）、定住お試しツアー、お見合いツアーの実施

対象者 町民、都市部住民

事業主体
（関連団体）

青木村・長和町（信州小県ご当地そば定住移住推進協議
 会）

実施期間
平成28年度から（終了年度は今後青木村と
協議）

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 移住お試しツアー参加者 人
28年度 10

10 15

② 当イベントによる移住定住者 人
30年度 3

3

③ 当イベントによる結婚移住者 人
30年度 2

2

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
計画

埼玉県川越市における蕎麦イベントの実施（そば販売、特産品販売、観光PR、移住相談）、お見合いツアーの実
施、移住お試し（ご当地蕎麦）ツアーの実施【地方創生加速化交付金活用】

平成29年度
計画

（事業内容未定、今後協議）

平成30年度
計画

（事業内容未定、今後協議）

平成31年度
計画

（事業内容未定、今後協議）

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
予算額

総事業費 1,500 主な経費 負担金1,500【地方創生加速化交付金活用】

平成29年度
予定額

総事業費 （未定） 主な経費

平成30年度
予定額

総事業費 （未定） 主な経費

平成31年度
予定額

総事業費 （未定） 主な経費

28年度目標に対する事業進
捗状況

7月17日に埼玉県川越市（ウニクス川越）において蕎麦イベントを実施した。両町村のそばは好評で、移住相談ブー
スや特産品ブースには大勢のお客様が訪れた。12月に婚活イベント（ご当地蕎麦ツアーを兼ねる）を実施。

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 1,500 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

負担金1,500（川越市におけるキックオフイベント、ご当地蕎麦ツアーを兼ねた婚活イベントの
実施負担金）
【財源：地方創生加速化交付金「都会と田舎をつなぐ真田丸の里信州小県ご当地蕎麦イベ
ント」】

国庫支出金 1,500

県支出金

その他

一般財源

28年度事業成
果

蕎麦イベントには多くのお客様が訪れ、青木村と長和町の知名度向上となったが、イベントで実施したアンケートで長和
町の認知度不足が浮き彫りになった。また、ご当地蕎麦ツアーを兼ねた婚活イベントでは数カップルが成立した。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 真田丸の里信州小県ご当地蕎麦イベント事業 資料通し番号 担当課・係
産業振興課特産品開発係・
企画財政課まち・ひと・しごと28-18

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは概ね達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

28年度は事業実施初年度であり、蕎麦イベントによる
知名度の向上・婚活イベントによる包括的な意味で
の移住促進施策は実施できたものの最終目標である
移住にはつながっていない。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか
情報発信体制や婚活支援の強化については総合戦略にも定められており、蕎麦イベントを通じ直接的な観光PRや婚活イベントを行うことを通じ、
効果が期待できる。（今年度はNHK大河ドラマ真田丸に小県が登場したこともあり、「小県」への注目度もあったと考える）

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

本イベントにより移住等のKPIが達成できれば人口増加につながる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

今後の事業の展開について青木村とも十分に協議することが必要である。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か
青木村と長和町の魅力を更に発信し、知名度の向上を図りつつ、各イベントの集客力を高めることが必要である。また、婚活イベン
トについては、参加者へのフォロー体制を十分に整える必要がある。
⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

婚活イベントに地元の者がいなかったので、イベント内容や募集方法について検討が必要である。

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

本事業は、2町村だけが残った「小県」に注目し、青木村と共同で
行う事業である。両町村の蕎麦（「タチアカネそば」、「ダッタンそ
ば」）を活かした蕎麦イベントによる知名度向上にもつながると考
えられるので、平成29年度においても青木村と事業内容の調整
を図り継続して実施したい。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
平成29年度は継続して事業を実施するものの、地方創生推進交付金の活用ができないため、青木村とも十分に内容を
協議し、効果的な事業展開を図る。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 街並整備事業
資料通し番号

担当課・係 町民福祉課生活環境係
28-19

総合戦略中の
該当項目

基本目標２　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の増大

事業目的 既存資源としてのマルメロを活用した、観光資源としての新たな方向性を模索する。

事業概要 マルメロ街道にマルメロの補植を行うことで、街並みの整備を目指す。

対象者 観光客

事業主体
（関連団体）

長和町 実施期間 平成28年度から平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① マルメロ苗木補植本数 本
27～31年度 40 40 40 40 40

200 40 40

② マルメロの収穫量 kg
31年度 150 150 160 180 200

200 150 150

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

－

平成28年度
計画

マルメロ苗木の補植（40本）、消毒、施肥、収穫、剪定

平成29年度
計画

マルメロ苗木の補植（40本）、消毒、施肥、収穫、剪定

平成30年度
計画

マルメロ苗木の補植（40本）、消毒、施肥、収穫、剪定

平成31年度
計画

マルメロ苗木の補植（40本）、消毒、施肥、収穫、剪定

平成27年度
決算額

総事業費 267 主な経費 原材料費：52、管理委託料：211

平成28年度
予算額

総事業費 127 主な経費 原材料費：52、管理委託料：75

平成29年度
予定額

総事業費 321 主な経費 原材料費：92、管理委託料：201、一般消耗品28

平成30年度
予定額

総事業費 321 主な経費 原材料費：92、管理委託料：201、一般消耗品28

平成31年度
予定額

総事業費 321 主な経費 原材料費：92、管理委託料：201、一般消耗品28

28年度目標に対する事業進
捗状況

補植本数・収穫量ともに計画どおり実施した

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 127 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

原材料費：52、管理委託料：75

国庫支出金 0

県支出金 0

その他 0

一般財源 127

28年度事業成
果

補植を40本実施したことにより、将来的な収穫量が見込まれる。また、花木間の隙間が徐々に解消され、景観的にも街
道沿いの継続性が図られる。
前年度と同等の収穫量が確保できた。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 街並整備事業 資料通し番号 担当課・係 町民福祉課生活環境係
28-19

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは概ね達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

捕植について計画どおり実施できた。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

苗木の補植であるため即効性は期待できないが、数年後からは開花や結実等、景観への効果も期待される。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

既存資源を活用した観光資源としての新たな方向性を模索する意味からも、間接的な効果は期待される。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

補植により景観整備は図られるが、「マルメロ街道」と関連する特産品の開発やその販売戦略などの構築が必要である。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

地域資源を活用した特産品開発・販売戦略の構築。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

老木や生育の悪い樹木も存在するため、継続して補植を実施す
る必要があるため。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
補植を継続的に実施するとともに維持管理を丁寧に実施し、街道沿いの景観への配慮と収量増・品質向上による特産
品開発への基礎づくり。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】マルメロを植え始めてから長い期間が経過している。これからの特産品化では遅いのではないか。マルメロ街
道で良いのかということも含めて再検討も必要。
・【意見】マルメロの駅と言うならば、道の駅に来てマルメロがあるべき。やめるという意見もあるが、木がかわいそう。道
の駅にマルメロを植える、マルメロの配布をする等の検討をしてほしい。最初からあきらめないで、使うことを考えてほし
 い。
・【意見】マルメロが商品としてだめならば、商品にならないとはっきり言うべき。
・【意見】お金だけつぎ込んで先が見えなければやめた方が良い。

今後の事業の
あり方

評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 新規雇用企業支援事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課・商工観光係
28-20

総合戦略中の
該当項目

基本目標１　（ウ）雇用創出に関する企業への支援

事業目的 雇用拡大に積極的に取組む企業等への支援を行い雇用拡大を図る。

事業概要 新規雇用を行い一定期間の要件の雇用が認められた企業に対し支援を行う。

対象者 町内商工業事業者

事業主体
（関連団体）

長和町・長和町商工会 実施期間 平成２８年度～平成３１年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 支援対象企業数 企業
31 0 1 1 2 3

3 0 0

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
計画

関係者と調整の上、制度要綱を作成し、運用を開始。
新規雇用企業数　１

平成29年度
計画

制度の運営、必要に応じた要項の見直し。
新規雇用企業数　１

平成30年度
計画

制度の運営、必要に応じた要項の見直し。
新規雇用企業数　２

平成31年度
計画

制度の運営、必要に応じた要項の見直し。
新規雇用企業数　２

平成27年度
決算額

総事業費 0 主な経費

平成28年度
予算額

総事業費 300 主な経費 新規雇用者１名×１００千円×３企業

平成29年度
予定額

総事業費 300 主な経費 新規雇用者１名×１００千円×３企業

平成30年度
予定額

総事業費 300 主な経費 新規雇用者１名×１００千円×３企業

平成31年度
予定額

総事業費 300 主な経費 新規雇用者１名×１００千円×３企業

28年度目標に対する事業進
捗状況

関係者と調整の上、制度要綱を作成し、運用を開始した。

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 0 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

申請は１件あったが、最終助成条件を１年以上の雇用と定めたことから５月に１件の申請が
あったが支出実績はなし。

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源

28年度事業成
果

要綱の策定、内容の調整にに期間を要したため、周知が遅くなってしまった。４月への遡及助成としたが５月採用者１件
の申請に留まった。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 新規雇用企業支援事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課・商工観光係
28-20

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できていない

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できていない

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

要綱の策定、内容の調整にに期間を要したため、周
知が遅くなってしまった。４月への遡及助成としたが５
月採用者2件の申請に留まった。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか
地域の末端まで景気回復が進まない中にあって新規雇用の拡大には経営そのものの安定や業務拡大等が必要となる。そのよう
な中にあって多少でも支援を受けることができれば雇用増大を実行する企業が増える効果が期待できる。
②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか
対象支給要件を、町内に住所を有する者、４５歳未満の者に限定することで町内に留まる必要性が生まれる。また、若者の定住か
ら出生へつながる可能性も生まれる。
③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か
一人当たり助成額を１０万円としたが、人材を採用するのに企業とすれば、町に住む人と町外の者であっても優秀な人材を選ばざ
るを得ない。企業に対して、地元人材の採用を促し協力を得ることが必要となる。
④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か
商工会等を通じ、制度の周知徹底を図るほか、経営者懇話会等において、企業経営者への協力依頼をするほか、今後の状況を見
極め、支給金額を含め見直しをして行く必要がある。
⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

長和町新規雇用促進助成金制度要綱が制定され２８年４月採用
者から適用対象としている。２９年度は４月採用者が１件申請済
である。どの企業も採用に当たり人材確保に苦慮されている状
況もあるので、この制度も活用いただく中で、各企業の人材確保
の面でも寄与できればと考えてる。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 制度が浸透しきっていないことから、広報並びに周知に努める。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】一人あたりの助成金額の増額を検討してほしい。
・【意見】国の制度も研究し、有効活用してほしい。

今後の事業の
あり方

評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 商工業発展促進事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課・商工観光係
28-21

総合戦略中の
該当項目

基本目標１　（カ）商工業発展促進　（キ）新卒、第二新卒の就職支援体制、幅広い世代への就労支援

事業目的
町内商工業は、未だ好転の兆しが見えない厳しい状況にある。こうした状況を脱却するための自社商品の販路拡大や
新製品開発に取組む企業に対し更に充実した支援を行い商工業の振興を図る。

事業概要
販路拡大に対する支援、新商品・新製品開発、新技術開発に関する支援、専門家（弁護士、社会保険労務士等）派遣
に関する企業情報発信を行う。あわせて、就労支援体制の一環として、雇用についての情報発信を行う。

対象者 町内商工業事業者等

事業主体
（関連団体）

長和町、長和町商工会 実施期間 平成２７年度～平成３１年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 「商工業発展促進事業」利用件数 件
31 10 10 10 10 10

10 5 4

② 雇用についての情報発信数 件
31 1 1 3 5

5 1

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

制度に基づく支援の実施。商工業発展促進事業利用件数　５件（販路拡大支援補助５件）【地域活性化・地域住民
生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）活用】

平成28年度
計画

制度に基づく支援、就労支援に関連した情報発信事業をあわせて実施。　商工業発展促進事業利用件数　１０件
（販路拡大支援補助４件・新製品、新技術開発補助１件、専門家派遣支援５件）、企業情報発信１件

平成29年度
計画

制度に基づく支援、就労支援に関連した情報発信事業をあわせて実施。　商工業発展促進事業利用件数　１０件
（販路拡大支援補助４件・新製品、新技術開発補助１件、専門家派遣支援５件）、企業情報発信１件

平成30年度
計画

制度に基づく支援、就労支援に関連した情報発信事業をあわせて実施。　商工業発展促進事業利用件数　１０件
（販路拡大支援補助４件・新製品、新技術開発補助１件、専門家派遣支援５件）、企業情報発信3件

平成31年度
計画

制度に基づく支援、就労支援に関連した情報発信事業をあわせて実施。　商工業発展促進事業利用件数　１０件
（販路拡大支援補助４件・新製品、新技術開発補助１件、専門家派遣支援５件）、企業情報発信5件

平成27年度
決算額

総事業費 375 主な経費 販路拡大支援補助３７５千円

平成28年度 総事業費 900 主な経費
販路拡大支援補助４００千円、専門家派遣支援１００千円、新製品・新技術開発
支援１００千円、企業情報発信事業補助３００千円

平成29年度 総事業費 900 主な経費
販路拡大支援補助４００千円、専門家派遣支援１００千円、新製品・新技術開発
支援１００千円、企業情報発信事業補助３００千円

平成30年度 総事業費 900 主な経費
販路拡大支援補助４００千円、専門家派遣支援１００千円、新製品・新技術開発
支援１００千円、企業情報発信事業補助３００千円

平成31年度 総事業費 900 主な経費
販路拡大支援補助４００千円、専門家派遣支援１００千円、新製品・新技術開発
支援１００千円、企業情報発信事業補助３００千円

28年度目標に対する事業進
捗状況

販路拡大支援事業申請が4件。専門家派遣支援事業については、相談が３件あったが国支援制度と商
工会連合会制度において対応する事となり町負担は生じていない。企業情報を商工会ホームページを
一部改訂し実施。

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 578 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

販路拡大事業４件で、２７８千円を支出、企業情報発信１件に３００千円を支出。
専門家派遣支援事業については、相談が３件あったが、国支援制度と商工会連合会制度に
おいて対応する事となり町負担は生じていない。

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源 578

28年度事業成
果

補助受けた企業においては、自社製品の宣伝、顧客確保に向けた企業PRを充実させることにつながった。また、企業
情報の発信事業は、サイト構築がされたことで、学生等が企業情報を得やすくなった。内容については、企業の情報に
加えて採用情報も掲載希望のある事業者については対応している。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 商工業発展促進事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課・商工観光係
28-21

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できていない

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

目標数値として、専門家派遣支援事業で５件を見込
んだが、国支援制度と商工会連合会制度において対
応できたこともあり数値達成には至らなかった。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

商工会等の要望に基づいており十分に効果はある。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

地元中小企業者の経営安定が図られることで、安定雇用につながり強いては定住へもつなげていけると考える。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

長和町商工会と連携を密にし事業者への周知を図る。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

長和町商工会と連携を密にし事業者への周知を図る。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

商工会等の要望に基づいており、事業者の経営安定に寄与する
ものであると考える。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
制度の活用状況や効果を見極めながら、長和町商工会とも連携し、より良い制度となるよう、事業計画（事業内容）につ
いて柔軟に検討する。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-7
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 ビーナスライン広域連携事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課・商工観光係
28-22

総合戦略中の
該当項目

基本目標２　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の増大

事業目的
ビーナスラインをキーワードに各観光地を結び、広域的なビジョンのもと戦略的な繋がりによる誘客、環境整備、自然
保護等他エリアとの差別化を図り、地域のブランド化と交流人口の増加に結びつける。

事業概要
県、関係市町村、民間が適切に連携した形の将来的に広域におけるDMOを視野に入れた協議会の設立を目指す。基礎調査と観光
ビジョンの策定、一体的な情報発信、受入れ環境の整備、環境保全と観光振興の両立、観光客誘致推進を行う。

対象者 観光客

事業主体
（関連団体）

長野県、茅野市、立科町、長和町、上田市、岡谷市、下諏訪町
他、関係観光協会等（茅野市ビーナスライン連携協議会事務
 局）

実施期間 平成２７年度～平成３１年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 沿線観光地延べ利用者数 千人
31 9,000 9,259

９，２５９ 集計・未定

② 沿線観光消費額 百万円
31 29,410 30,274

３０，２７４ 集計・未定

③ 研修会セミナー参加者数 人
28 30 30 30

30 26 260

④ お勧めドライブコース造成 件
31 1 2

2 5

⑤
（他、27年度：基礎調査回答者数、パンフ
レット配備施設数等）

平成27年度
実施内容

基礎調査事業（GAP調査）１件、誘客宣伝事業（じゃらんパンフ、ポスター、ロゴ作成）１件、受入環境整備事業１回
【地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）活用】

平成28年度
計画

広域観光ビジョン策定、ブランド再構築のための情報発信、研修・セミナー等の開催による受入環境整備、ビーナ
スラインドライブ促進【地方創生加速化交付金活用】

平成29年度
計画

誘客宣伝事業（ＨＰ，ＳＮＳの活用による情報発信・レンタカー利用者に対する周遊促進・イベント連携によるプロモーション活
動）、マーケティング事業（レンタカー利用者に対するモニタリング調査、ＪＲ東日本レンタリースと連携）、受入環境整備事業（広
域講演会の開催）

平成30年度
計画

同上

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 125 経費内訳
負担金【地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）活
 用】

平成28年度 総事業費 664 主な経費 負担金【地方創生加速化交付金活用】

平成29年度 総事業費 420 主な経費 負担金【一般財源】

平成30年度 総事業費 未定 主な経費 負担金

平成31年度 総事業費 未定 主な経費 負担金

28年度目標に対する事業進
捗状況

広域観光ビジョン策定、ブランド再構築のための情報発信にのためホームページのサイト構築、JR東
日本と連携しエコレンタカー利用者への周遊企画、講演会開催により人材の育成事業を実施。

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 664 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

負担金

国庫支出金 664

県支出金

その他

一般財源

28年度事業成
果

昨年度実施した基礎調査等を踏まえて、広域観光ビジョンの策定がなされた。これによりビーナスラインを基軸とした
大きな塊となり連携した情報の発信、誘客に取組んでいく第一歩が踏み出せた。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 ビーナスライン広域連携事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課・商工観光係
28-22

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは概ね達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

茅野市を中心に、ビーナスラインの存在意義を関係
市町が再認識し活用しに向けた意思統一ができてい
ることが大きい。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

これまでにない新たな取組（切り口）であり、エリア全体での観光客増加、交流人口増大が十分見込める。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

地域の魅力向上は定住促進、人口増加に繋がるものと考える。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か
長野県、茅野市、立科町、長和町、上田市、岡谷市、下諏訪町　他、関係観光協会等（茅野市ビーナスライン連携協議会事務局）
と連携機関が多方面にわたることから、各地域事情を考慮し意思疎通を更に密に図らなければならない。
④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か
長野県、茅野市、立科町、長和町、上田市、岡谷市、下諏訪町　他、関係観光協会等（茅野市ビーナスライン連携協議会事務局）
と連携機関が多方面にわたることから、各地域事情を考慮し意思疎通を更に密に図らなければならない。
⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

ビーナスラインのブランド化に向け継続し取組む必要がある。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 多方面にわたる連携機関との連携を取りながら、事業計画を確実に進める。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】多くの市町村と連携をとりながら事業を進めてほしい。
・【意見】レンタカーなどを利用した事業についてアピールしてほしい。

今後の事業の
あり方

評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-8
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 高校等通学費補助事業
資料通し番号

担当課・係 教育課　学校教育係
28-23

総合戦略中の
該当項目

基本目標３　(イ)子育て環境の充実

事業目的
当町の高校生は全て町外の学校に通学あるいは入寮等により学んでおり、その通学費用等の保護者の経済的な負担
を軽減するため

事業概要 町内の居住地域及び高校等の所在地の区分に応じた月額単価により、年2回各半年分を支給

対象者 高等学校、国立長野工業高等専門学校及び中学校卒業を入学資格とする養護学校高等部に通学する生徒

事業主体
（関連団体）

長和町 実施期間 平成27年度から平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 補助対象人数 人
31年度 144 139 135 135 135

135 144 139

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

高校等通学費補助　（実績144件　総額10,774,100円）

平成28年度
計画

高校等通学費補助　（実績139件　総額10,297,400円）

平成29年度
計画

高校等通学費補助　支給見込　150件　総額11,466,000円

平成30年度
計画

高校等通学費補助　支給見込　150件　総額11,466,000円

平成31年度
計画

高校等通学費補助　支給見込　150件　総額11,466,000円

平成27年度
決算額

総事業費 10,775 主な経費 補助金10,775

平成28年度
予算額

総事業費 11,556 主な経費 補助金

平成29年度
予定額

総事業費 11,466 主な経費 補助金

平成30年度
予定額

総事業費 11,466 主な経費 補助金

平成31年度
予定額

総事業費 11,466 主な経費 補助金

28年度目標に対する事業進
捗状況

各家庭からの申請に対し取りまとめ、支出を行なった。

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 10,297 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

補助金

国庫支出金 0

県支出金 0

その他 0

一般財源 10,297

28年度事業成
果

制度について各家庭に十分周知されており、保護者からの支給申請をもとに支出を行なった。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 高校等通学費補助事業 資料通し番号 担当課・係 教育課　学校教育係
28-23

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

保護者からの期待も大きい。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

町村合併以前より旧町村単位でも取り組んでいた事業であり、十分期待できる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

非常に難しい課題であるが、転出抑制等に一定の効果は図られている。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

事業展開は円滑に行われており特に問題は無い。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

子育て支援施策の充実

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

　継続事業であり保護者の期待も大きい。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27年度は実施内容、28年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27年度は決算額、28年度は予算額、29年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成28年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成28年度実施事業　事業年度終了後評価用）

事業名称 外国人観光客誘客事業
資料通し番号

担当課・係
情報広報課情報広報係、産
業振興課商工観光係28-24

総合戦略中の
該当項目

基本目標２　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の増大

事業目的
長和町は、古い歴史や豊かな自然を満喫できる観光地が多く存在する。しかし国内旅行の衰退を受け観光客も減少傾
向にある。ついては、外国人観光客の誘致を進めるための情報発信力を強化する。

事業概要
情報発信：外国語のホームページの整備、PV制作
観光地整備：上記で作成したPVや外国語表記の看板製作、外国語表記の町の情報が表示できるデジタルサイネージ
を道の駅などに設置することを足がかりとした、外国人観光客向けの情報発信を行う。

対象者 長和町を訪れる、また訪れたくなる外国人観光客を対象とする。

事業主体
（関連団体）

長和町 実施期間 平成27年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 外国語のホームページの閲覧件数 件
H31 6,000 3,000 4,000 5,000 6,600

6,600 0 4,032

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

外国語のホームページの整備、PV制作、外国語表記の看板製作、外国語表記デジタルサイネージの整備【地域
活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）活用】

平成28年度
計画

上記成果品の維持管理、ホームページにおける新たなコンテンツの追加等状況に応じた対応を続けることによる、
外国人誘客についての情報発信等の充実と受け入れ体制の整備

平成29年度
計画

ホームページのコンテンツの拡充、PVを中心としたWeb、動画サイトによるPR活動の拡充。外国人誘客についての
情報発信等の充実と受け入れ体制の整備

平成30年度
計画

ホームページのコンテンツの拡充、PVを中心としたWeb、動画サイトによるPR活動の拡充。外国人誘客についての
情報発信等の充実と受け入れ体制の整備

平成31年度
計画

ホームページのコンテンツの拡充、PVを中心としたWeb、動画サイトによるPR活動の拡充。外国人誘客についての
情報発信等の充実と受け入れ体制の整備

平成27年度
決算額

総事業費 9,961 経費内訳
委託料8,946（ホームページ外国語表記、PV制作、案内看板）、備品購入費
1,015（デジタルサイネージ機器購入）

平成28年度 総事業費 0 主な経費
維持管理のほか、ホームページの新たなコンテンツの追加等、状況に応じた対
 応。

平成29年度 総事業費 4,935 主な経費
維持管理のほか、ホームページの新たなコンテンツの追加等、状況に応じた対
応。観光者向けHP多言語化、長和町コンシェルジュ（ガイド）育成事業の実施。

平成30年度 総事業費 2,300 主な経費
維持管理のほか、ホームページの新たなコンテンツの追加等、状況に応じた対
応。観光者向けパンフ多言語化、長和町コンシェルジュ（ガイド）育成事業の実
 施。

平成31年度 総事業費 2,300 主な経費
維持管理のほか、ホームページの新たなコンテンツの追加等、状況に応じた対
応。観光者向けパンフ多言語化、長和町コンシェルジュ（ガイド）育成事業の実
 施。

28年度目標に対する事業進
捗状況

製作したＰＶは、銀座NAGANOデジタルサイネ－ジ、美ヶ原高原美術館、GO長野、ユーチューブにおい
て映像提供している。ホームページ外国語表記も微調整を行い、閲覧しやすいよう対処している。

28年度予算執
行状況（千円）

支出額 0 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

今年度に関してはホームページの運用開始に向けた準備を中心に進めたため、改修費用
等に特段使用することは無かった。また、保守委託料についても、1年間は無償の保証が
あったため、使用していない。

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源

28年度事業成
果

KPIは達成できているが、ホームページの運用開始時期が遅くなってしまったため、実際には現在のKPI数値よりも若
干向上するものと思われる。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による　「事業年度終了後の評価」　の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 外国人観光客誘客事業 資料通し番号 担当課・係
情報広報課情報広報係、産
業振興課商工観光係28-24

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

ホームページの運用開始時期が遅くなってしまったも
のの、28年度の閲覧目標は達成できた。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

即効性は期待できないが、継続してPRを行うことにより、長和町の観光事業活性化に寄与できる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか
誘客による直接的な人口減少の効果は少ないと思われるが、地域経済が活性化することにより人口減少に一定の効果が見込ま
れる。
③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か
外国人をメインターゲットとしているため、外国人が興味を持つようなコンテンツの開拓、また発信側も英語をはじめ外国語に対応
するための準備態勢などが必要になると思われる。
④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

YOUTUBEや各種動画サイトをはじめとしたPR活動の拡充を図らなければ、KPI達成は難しいと思われる。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

単年度で効果を期待する事業ではなく、継続することで効果を伸
ばす事業と考える。今後も成果品を効率的に運用していきたい。
観光に特化した長和町観光協会ＨＰの多言語化を図ると同時
に、英語で案内をすることのできる人材育成を進めプロモーショ
ン強化を推し進める。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
外国語対応ホームページは公開済み。今後は、事業目的とKPI達成のため、コンテンツの拡充をしていくことで、情報
発信を強化し、同時に受け入れ体勢の整備について検討する。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】外国人宿泊者数の把握を毎年確実に行ってほしい。トラベルコスト法も検討してほしい。
・【意見】ホームページ作成も大切だが、実利をとれるような、外国人の皆さんにお越しいただけるような施策展開をして
ほしい。
・【意見】ホームページ、情報発信は必要。旅行会社との連携も検討してほしい。
・【意見】長和町の知名度は低いので、ホームページにアクセスしてもらえるよう、コンテンツ等を工夫してほしい。

今後の事業の
あり方

評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-4
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